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図 4（本文p. 6） 3次元強震動シミュレーションから求められた波動伝播のスナップショット（水平
地動速度）とK-NET，KiK-net強震観測記録から合成した波動伝播との比較．図右に3つのKiK-net
（SMNH14, KYTH02, TKSH02）観測点での観測波形と計算波形を比較する．

図 3（本文p. 5） Love波の分散曲線から推定された西南日本のS波速度構造（A_D地点）．
2000年鳥取県西部地震の震源断層すべりモデル（左下：八木・菊地，2001）．
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2001年は東海地方に異常な地殻活動が観測され，

東海が注目された1年となりました．本稿執筆時点

（2001年12月）においてはこの活動は次第に終息の

傾向を見せているように思いますが，活動は2002

年に続くと思われます．この活動について簡単に説

明します．

1． 東海地方のGPSデータ

2001年7月に開催された地震予知連絡会強化地域

部会（部会長島崎邦彦東大地震研教授）及び地震防

災対策強化地域判定会（会長溝上恵東大名誉教授）

において，東海地方で今年の春頃より通常とは異な

る傾向の地殻変動が進行しつつあることが国土地理

院より報告されました．

国土地理院はGPS全国観測網（GEONET）に基

づいて日本列島の地殻変動を観測しています．図1

は東海地方の最近3年間の平均的な地殻変動速度ベ

クトルを示していますが，この地域の太平洋岸は，

通常は沈み込むフィリピン海プレートや太平洋プレ

ートの影響を受けて西北西方向に押されるような動

きを示します．これはフィリピン海プレートが陸側

のプレートに固着して陸側プレートを引きずり込ん

でいるためだと考えられています．

プレートの運動は定常的なので，GPS観測点の

位置は時間とともにほぼ直線的に動いていきます．

必ずしも原因は明らかではありませんが季節変化も

見られることがあります．そこで，観測点位置の時

間変化のデータから直線的な変化と季節変化の成分

を取り除くと，普段の動きからのずれ，すなわち特

異な変動を抽出することができます．図2に示した

のは浜名湖のすぐ北にある浜北観測点のGPSデー

タに前述のような処理を施した位置の時間変化のグ

ラフです．1997年から2000年のはじめ頃までは変

東海地方の最近の地殻活動について

地震予知研究推進センター　加藤照之

図 1 1996年から3年間のGPS観測に基づく東海地方

の地殻変動速度ベクトル．

図 2 「浜北」におけるGPS観測点の位置の時間変化．

（上）東西成分，（中）南北成分，（下）上下成

分．縦軸の単位は cm，横軸は年．（国土地理院

ホームページより）
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化がありません，すなわち定常的な動きをしていま

す．2000年6月頃から急に東西成分に東向き，南北

成分に南向きの変化すなわち南東方向への動きが現

れています．これは三宅島噴火や神津島・新島近海

の群発地震活動に伴う地殻変動によるものだと考え

られます．2000年終わり頃にかけてこの動きは次

第に沈静化していきます．ところが，今年の3月頃

から再び南東方向への動きが始まっています．上下

成分は精度が悪いのですが，隆起の傾向を示してい

ます．

今回の特異な変化は浜北観測点だけでなく，東海

地方を含む広い地域にわたってみられることがわか

ってきました．図3は3月26日から11月22日まで

の地殻変動ベクトル図です．永年的な直線変化分を

差し引いていることに注意しなくてはいけません

が，3月から11月に至るまで，東海地方を含む広い

地域が2 cmくらい東～東南東方向に動いたことが

わかります．誤差の原因が完全に取り除かれている

かどうかよく検討する必要はありますが，東海地方

のベクトルは他の地域に比べてかなり大きい変位量

を示していますから，ほぼ間違いなく地殻変動を示

しているといってよいでしょう．

ところで,図3を見ると東海地方では約100 kmの

距離で変動量が1 cmくらい変化しているのが見て

取れます．これをひずみに直すと10－7となります．

これはひずみ計や傾斜計でもとらえられる量です．

東海地域には気象庁による体積ひずみ計や防災科技

研の傾斜計など多くのひずみ計・傾斜計が設置され

ています．今のところこれらの計測器にはGPSに

匹敵する変化はこれまでのところ報告されていませ

ん．ちょっと不思議に思いますが，量的に大きくて

もそれがゆっくり進行する時には，ひずみ・傾斜の

記録には途中に雨の影響などが入ったりしてシグナ

ルが見えなくなっている可能性があります．GPS

とひずみ・傾斜記録が互いに整合的であるかどう

か，両者が地下で発生している物理現象を正しく反

映しているかどうか，今後の詳細な検討が必要でし

ょう．

2． GPSデータで見えているものは何か？

最近の研究では，地震の発生直前には震源近傍で

固着面が少しはがれてゆっくりとすべりが進行する

可能性が指摘されています．この考えが正しいとす

ると，地震直前の「ゆっくりすべり」をつかまえら

れるかどうか，が東海地震の短期・直前予知の成功

の鍵を握っています．一方，プレートの境界面が地

震を起こさずにゆっくりすべる現象もGPS観測で

とらえられるようになってきました．例えば豊後水

道では1997年頃，約1年間に地表の変位で数cm，

プレート境界面上のすべりになおして数十cmに達

する「ゆっくりすべり」が観測されています．今東

海地方でGPSデータに見られるいつもとは逆向き

の動きは，東海地方直下のプレート境界面で「ゆっ

くりすべり」が起こっているらしい，ということを

示唆しています．国土地理院による見積もりでは，

浜名湖の直下を中心とする直径100 kmくらいの領

域がすべっていて，その量として昨年からの1年間

で最大約4 cmのすべりが発生したことが示唆され

ています．これは，地震のモーメントマグニチュー

ドに換算するとほぼMw6.7くらいの地震に相当し

ます．最近のデータでは少し地殻変動速度が小さく

なる傾向を示していますから，今後この「ゆっくり

すべり」は減速して停止する可能性が大きいのでは

ないかと考えられます．

3． その他の地殻活動

東海地方やその周辺では，昨年から今年にかけて

いろいろな活動がありました．昨年6月末に始まっ

た三宅島，伊豆諸島における活動を端緒として，11

月頃から今年にかけては富士山直下で多数の低周波

地震が発生し，火山活動の兆候を示しました．東海

直下のゆっくりすべりの開始時期がこの富士山の活

動の開始時期と符合するのは興味深いところです．

図 3 定常的な変位と季節変化を除いた中部日本の水

平地殻変動ベクトル．期間は 2001年 3月 27日

― 2001年 11月 22日．（国土地理院ホームペー

ジより）
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また，今年の4月3日には静岡市で震度5強を記録

したM5.1の地震が静岡県中部で発生しました．こ

の地震の余震は順調に終息するかに見えましたが5

月30日から6月はじめにかけてこの地震の余震域で

M3～4クラスの地震が数回発生しました．また，7

月28日には大井川河口付近の深さ約20 kmのとこ

ろでM3.1の地震がありました．GPSデータに見ら

れる地殻変動がこれらの地震活動とどう連携してい

るのかはわかっていません．

4． 来るべき東海地震との関係

今回の「ゆっくりすべり」が豊後水道の時と同様

にそのまま地震を起こさずに止まってしまうのか，

今後加速して東海地震の発生に至るのか，が一番の

関心時です．すでに1年以上この「ゆっくりすべり」

が継続していること，そして最近ではやや減速の傾

向があることなどを考えると，今後加速する可能性

は低いようにも思えます．しかし，今後「何か」を

きっかけにすべりが加速して地震を引き起こす可能

性が全くないとは言えません．より微細でかつ急速

な変動を知るためにはひずみ計や傾斜計の記録を注

意深く見る必要があります．

ところで今年，中央防災会議では東海地震の想定

震源域の見直しを行い，新たな想定震源域を設定し

ました（図4）．この案では，以前の案と比べ静岡

県西部までをも含む地域が想定震源域に入っていま

す．これは1944年の東南海地震の未破壊領域を考

慮した結果です（例えばサイスモ2001年8月号参

照）．GPSが示唆するプレート境界面でのスリップ

は，おもにこの新たに加わった想定震源域の部分で

発生しているように思われます．このことをどう考

えたら良いのか，今後様々な科学的議論がたたかわ

されることが期待されます．

なお，ここで示したGPSのデータは国土地理院

のホームページ（http://www.gsi.go.jp）で閲覧で

きます．

（本稿は月刊「なゐふる」2001年11月号所収の原稿

を改定したものです）

図 4 中央防災会議によって改訂された想定震源域．

四角は1979年に定められた領域．
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2000年鳥取県西部地震と強震動

K-NET, KiK-net強震観測網が日本列島全域にわた

っておよそ20～25 kmの高い密度で配置されたこ

とにより，大地震時の波動伝播の様子を直接眺める

ことが可能になった．たとえば2000年鳥取県西部

地震（Mw6.6）では，K-NETとKiK-net合せて550

観測点以上で強震記録が得られており，西南日本に

おける波動伝播の特性を考えるための貴重なデータ

である．

震源から南西方向に向かって加速度波形記録を並

べて見ると，震央距離150 km付近から短周期（周

波数0.5～数Hz）Lg波が顕著に見られるようにな

り，これが鳥取県西部地震の最大加速度や震度に大

きく寄与していることが明らかである（図1a）．西

南日本ではLg波が水平・上下記録ともに良く認め

られ，その伝播速度が3.6 km/sであることがこれ

まで報告されており（島，1962 ; Furumura and

Kennett, 2001），ここで求められた群速度もこれに

よく一致する．

次に加速度記録を時間積分して変位に直すと，

Transverse成分には8～10 sの卓越周期を持つLove

波が浮かび上がってくる（図1b）．Radial成分や上

下動変位記録にはRg波（Rayleigh波の基本モード）

も見られるが，最大地動振幅は大振幅のLove波に

よって規定されている．

近地・遠地波形記録から推定された八木・菊地

（2001）の震源モデルを見ると，地表下3kmの位置

に断層すべり量が2.5mを超える大きなアスペリテ

ィが存在し（図3左下），この浅い横ずれ断層から

放射された長い周期のSH波が大振幅のLove波を励

起したと考えられる．

表面波とマグニチュード

ところで浅発地震（H＜60km）の気象庁マグニ

チュード（Mj）の推定には，記録された最大変位

振幅Aに対して，震央距離（R）に対する地震波の

距離減衰を補正して求める「坪井式」（坪井 1956）

Mj＝log A＋1.73 log R－0.83

が利用されている．この式で用いられる距離減衰係

数（1.73）は，日本付近で発生する浅い海溝型地震

や内陸地震の距離減衰特性を平均的に良く表してい

る．しかし，内陸の浅発地震のように表面波が発達

する場合には距離減衰がずっと小さいために，距離

減衰の振幅補正を過剰に行ってしまう．この結果，

Rが大きくなるにつれマグニチュードが大きく求ま

るという問題が生じる（図2ｂ）．

鳥取県西部地震のMj（＝7.3）とモーメントマグ

ニチュード（Mw6.6）に大きな違いが生じた原因の

一つには，Love波の発達とその小さな距離減衰の

影響が考えられる．

ちなみに，K-NETとKiK-net記録から固有周期6

秒の変位計記録を合成して最大地動変位の距離減衰

係数を求めたところ，1.0の小さな値が得られた．

Love波の分散曲線とS波速度構造

図1ｂを見ると，震源付近で孤立波として見られ

たLove波は伝播とともに次第に形状を変え，さら

に福岡から佐賀にかけての平野部を通過すると，分

散しながら次第に振幅が減少していくことがわか

る．これは鳥取から佐賀にかけて，地殻・最上部マ

ントルのS波速度構造やQ構造が水平的に大きく変

化していることを意味している．

そこで，Love波がよく観測された4地点（A_D）

を選び，各地点の周囲の5観測点をライン・アレイ

と見立ててLove波の位相速度を求めた（図3；裏

表紙）．観測点間隔は20km～160kmの範囲にあり，

本解析から周期30～3sのLove波の位相速度が得ら

れた．これをLove波の基本モードと解釈し，イン

バージョンから推定された各地点のS波速度構造を

図3に示す．波形分散が起きた佐賀（図3A地点）

では低速度（Vs＝2.3 km/s）の表層が示されてお

り，また四国山地下42km以深には，フイリッピン

海プレートと考えられる高速度（Vs＝4.8 km/s）

が見える（図3D）．

3次元強震動シミュレーション

求められたS波速度構造とP波速度モデル（たと

2000年鳥取県西部地震の強震動と数値シミュレーション

地震火山災害部門　古村孝志・纐纈一起



えばZhao et al., 1992）等を統合的に解釈して作成

した3次元地下構造モデルと，鳥取県西部地震の震

源モデル（八木・菊地，2001）を用いて強震動シミ

ュレーションを実施した．

3次元西南日本モデルの820 km*410 km*128 km

の領域を水平1.6km，鉛直0.8kmの格子間隔で離散

化し，「並列 P SM / F DM ハイブリッド法」

（Furumura et al., 2002）を用いて周波数0.5Hzまで

の波動伝播を評価した．この計算法は運動方程式の

水平（x, y）方向の微分演算をフーリエスペクトル

法（PSM）で，そして鉛直（z）微分を4次精度の

差分法（FDM）を用いて行なうものである．二つ

の計算法のハイブリッド化により，PSMの演算精

度とFDMの並列化効率の両方が期待できる．なお，

計算は地震予知情報センターのSGI Origin2000並列

計算サーバを用いて行い，16CPUを用いた並列計

算には6時間を要した．

求められた波動伝播のスナップショットを鳥瞰図

表示し，3つの代表的なKiK-net観測点（KYTH02,

SMNH14, TKSH02） で の 地 動 速 度 波 形

（Transverse成分）とともに図4（表紙）に示す．

比較のために観測記録から合成した各時刻の波動場

のスナップショットと波形記録を図4に並べて表示

する．観測された波動場のスナップショットは，エ

リアジングを避けるために観測波形にカットオフ周

波数0.25Hzのフィルタを施し，空間補完すること

によって作成した．

地震発生から20 s後にはSH波の4象現型の放射

6

図 1 2000年鳥取県西部地震のKiK-net強震観測記録．（a）Transverse成分の地動加速度波形，（b）変位波形．
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図 2 （a）水平地動の最大変位の距離減衰．一般的な距離減衰係数（1.73）による距離減衰（坪井，1956，直線）

と最小自乗法により求められた距離減衰（距離減衰1.0；点線）．（b）「坪井式」から推定されるマグニチ

ュード．距離減衰係数1.73を用いた場合（黒丸，黒三角）と係数1.0を用いた場合（白丸，白三角）．

が地表に見られ，西南日本を伝播するにつれ大振幅

のLove波を生成する（60 s）．そして平野を通過し

たLove波は表層地盤での分散と散乱により波群が

長く伸びる（100 s）．また，平野では長時間にわた

って揺れが続く様子も確認できる（100 s）．数値シ

ミュレーションの結果はK-NET，KiK-netの観測結

果をよく再現している．
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平成13年度共同利用による研究集会「衛星重力

観測と地上重力観測」（代表者　佐藤忠弘）が，

2001年8月6日―8日に，国立天文台水沢観測セン

ターにおいて開催されました．この研究集会は，国

立天文台および地球科学技術推進機構とのジョイン

トシンポジウムとしては，「衛星重力観測と衛星ア

ルテイメトリーの新時代」として開催されています．

以下では，この会が開催された背景をまず説明し，

研究会の概要を紹介しましょう．

地球構造の最大の特徴は層構造を持っていること

です．よく知られているように，表面から地殻，マ

ントル，流体核，固体内核に大別されます．これに

加えて表層の大気・海洋が地球流体圏の一部を構成

しています．これらの各層は互いに無関係なままで

いるわけではありません．たとえば，大気の揺らぎ

によって固体地球が貧乏ゆすりをさせられるよう

な，常時地球振動という現象が，これは地震研海半

球観測センターを中心とするグループによって

1990年代後半に発見されています．このように地

球の各層は力，電磁気現象，熱等を介して相互に強

く影響を及ぼし合っているわけです．

一方，VLBI（超長基線電波干渉計），GPS（全球

位置計測システム）や超伝導重力計等，最近の地球

計測の精度や感度の向上には目覚しいものがありま

す．このような最新の観測技術を駆使して，地球各

層の相互の結びつき・動きの相互の関係を研究す

る，「地球システム科学」と呼ばれる分野が起こっ

てきました．重力観測は，「質量移動」をキーワー

ドとして，地球各層での物質移動を結びつけるデー

タを与えてくれるので，地球システム科学を推し進

める上で非常に重要な役割を果たすことが期待され

ます．

このような観点から，欧米各国では次々に重力観

測衛星が打ち上げられています．たとえば2000年

7 月には欧州宇宙機構が重力衛星 C H AM P

（CHAllenging Mini-Satellite Payload）の打ち上げに

成功し，2001年の末にはアメリカとドイツの共同

開発したGRACE衛星が，また，2004年には重力偏

差計を搭載した衛星GOCE（Gravity field and

Ocean Circulation Explorer）が打ち上げ予定になっ

ています．上記の衛星ミッションにより，地球重力

場の時間変動が低次の球関数については1μGal（＝

1×10－8ms－2），また130次程度の高次でも1mGal

以上の精度で決定されようとしていることは大きな

驚きです．

これくらいの分解能と精度で重力の時間変化が分

かると，地球の内部変形，例えばマントル対流や氷

河の融解にともなう地球のゆっくりした変形（ポス

「衛星重力観測と地上重力観測」報告

地球計測部門　大久保修平
国立天文台　佐藤忠弘

共同利用研究集会

図 1 地球重力場変動を捉えるには，さまざまな手段を組み合わせて解析を進めることが必要である。
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ト・グレーシャル・リバウンド）の進行の様子を準

リアルタイムで捉えられる可能性がでてきます．つ

まり，地上重力データと衛星重力データの活用は，

従来の地球物理に革命的な変化をもたらす可能性を

秘めているというわけで，本研究会が開催の運びと

なりました（図1）．以下ではその概要を述べるこ

ととします．セッション1では，衛星重力観測につ

いて考えるきっかけとして，日本で既に行われてい

る観測や，進行中の計画について紹介されました．

月探査計画「SELENE」については松本晃治（国立

天文台）が，また，衛星レーザー測距について佐藤

まりこ（水路部）が解説しました．衛星観測におけ

る一般相対論的効果については福島登志夫（国立天

文台），昭和基地での観測については青木茂（極地

研）が紹介しました．古屋正人（地震研）は

GRACEの衛星観測データを地上データで検証する

上での問題点を議論し，福田洋一（京大・理）は地

上での重力場と衛星から見た重力場との違いを

EGM96モデルを使ってシュミレーションしました．

セッション2では地球科学への応用が議論されまし

た．中田正夫（九大理）と奥野淳一（地震研）は，

ポスト・グレーシャル・リバウンドとマントル対流

について，著者の計算結果を中心に計算上の問題点

をレビューしてくれました．仲江川俊之（気象研）

は全球陸水変動量についてGRACEの観測能力との

比較で，特に平均時間のスケールによるシグナルの

大きさの変化について調査しました．市川香（九

大・応力研）は，衛星高度計データにGRACE等の

データが加わった場合，（1）海面力学高度を変動場

を含め絶対値で記述できること，（2）海洋の順圧成

分が分かることを示しました．その他，海洋大循環，

海洋中の渦，黒潮の流軸変動，亜熱帯反流などの海

洋現象について，議論されました．

セッション3では，日本の衛星重力ミッションに

ついて議論が進められました．岩田隆浩（宇宙開発

事業団）は，重力研究に関係する衛星ミッションで，

進行中か計画中の日本のミッションについて紹介し

ました．新谷昌人（地震研）は，彼が開発中のレー

ザ地震計を，加速度計として衛星内部に設置すれば，

衛星重力計測の精度向上が図れることを示しまし

た．内藤勲（国立天文台）は衛星重力観測もターゲ

ットに入れた衛星ミッション立上げのための基礎研

究プロジェクト「精密衛星測位による地球環境監視

技術の開発」について紹介しました．

本研究会での講演・議論を通じ，従来は別々の研究

分野でなされてきた重力観測・研究と地球表層流体

の運動の研究とが相互に強い関連を持っており，固

体地球と地球流体の研究者の緊密な連携が今後益々

必要になって来ていることが改めて認識されまし

た．
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三宅島で何が起こったのか

火山噴火予知研究推進センター　中田節也

平成13年度地震研究所公開講義（2）
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図 4（本文p. 6） 3次元強震動シミュレーションから求められた波動伝播のスナップショット（水平
地動速度）とK-NET，KiK-net強震観測記録から合成した波動伝播との比較．図右に3つのKiK-net
（SMNH14, KYTH02, TKSH02）観測点での観測波形と計算波形を比較する．

図 3（本文p. 5） Love波の分散曲線から推定された西南日本のS波速度構造（A_D地点）．
2000年鳥取県西部地震の震源断層すべりモデル（左下：八木・菊地，2001）．


